
↓（ □ 訪問看護ステーションと同内容の場合、記載省略）

申請者(法人)名

事業所名

担当者名 TEL 市町村

完了

提出
不要

南河内広域事務室　広域福祉課：　（電話）　０７２１-２０-１１９９　　（FAX）　０７２１-２０-１２０２

誓約書

損害賠償保険につ
いて

廃止届
（ □要　□不要）

富 ・ 河長 ・ 狭 ・ 太 ・ 河南 ・千早

④　　　／　　　：　　　　～（担当　　　　　）
来庁日

①　　／　　 　：　　　～（担当　　　　　）

変更届
（ □要　□不要）

「運営規程」及び
「利用者からの苦
情を処理するため
に講ずる措置の概
要」

チェック項目

　□ 作成例を手渡し
　□ 事業開始までに作成し、事業所において整備保管

指定に係る記載事
項
（付表5）

□ あて先は、事業所所在地の市町村長あて           □ 法人の代表者印
□ ○丁目は、漢数字。「番、番地、号」等の表記も登記簿と一致
□ 法人登記事項証明書との整合
□ 営利法人→「法人の所轄庁」欄は空白
□ 役員６名以上の場合は「役員名簿（参考様式10）」を使用

（介護予防）居宅療養管理指導　指定申請書類一覧

③　　／　　 　：　　　～（担当　　　　　）

（既存・新規）

指定申請書
（１枚目:法人情報)

指定申請書
（２枚目:事業所情報)

②　　　／　　　：　　　　～（担当　　　　　）

□ 主な指示事項

申請に必要な書類

□ 従業者

□ 同一所在地に既指定・同時申請事業がある場合 →当事業は ◎ 、他は ○
を記入
□ 開設予定年月日は月の初日（１日）

事業開始予定月

□ 南河内広域事務室HP様式（新規指定用）
□ 法人が誓約・法人代表者印押印

□法人情報　　□専用区画　　□その他：

廃止事業所：

□ 事業所

□ 区分

□ 種類

□ 管理者
□ 訪問看護ステーションの付表と整合がとれているか

□ 居宅療養管理指導事業も補償対象であることが確認できる書類

 当表は提出不要ですが、必ず初回来庁前にご確認願います。 
 
★ なるべく当表を印刷の上、各項目を一つひとつ確認しながら書類を作成願います。 
（特に、「写真」はチェック項目全てが確認できるよう撮影してください） 
 
 なお、不明な部分は読み飛ばしていただいて構いません。初回来庁時にご案内いたします
（斜体文字は広域福祉課確認項目ですのでチェック不要です）。 


